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議案第54号 説明資料（令和６年度幕別町一般会計補正予算（第４号）） 

 

１ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 充当事業 

 （単位：千円） 

事業名 事業費 

財源内訳 

一般 

財源 
事業内容 積算 国・道 

補助金 
地方債 

臨時交付金 

国庫補助事

業分(別枠) 
地方単独 

事業分 

１ 非課税世帯応援

給付金給付事業 
49,250 - - - 49,250 0 

 デフレ完全脱却のための経済対策を踏

まえ、特に家計への影響が大きい低所得

世帯（令和６年度新たに住民税非課税世

帯となった世帯）に対し、生活費の一部

として10万円/世帯、子ども５万円/人を

給付します。 
 
 令和５年５月臨時会 ３万円/世帯 

 令和５年12月定例会 ７万円/世帯 

 令和６年１月臨時会 子ども５万円/人 

               計上済 

・非課税世帯応援給付金 

  450世帯*100,000円 

         ＝ 45,000千円 

・子育て世帯給付金 

  70人*50,000円 ＝ 3,500千円 

・事務費        750千円 

  事務補助員報酬（１人）、共済費、

費用弁償、消耗品費、印刷製本費、

郵便料、口座振替手数料、複写機借

上料 

 

２ 生活応援給付金

給付事業 
27,500 - - - 27,500 0 

 デフレ完全脱却のための経済対策を踏

まえ、特に家計への影響が大きい低所得

世帯（令和６年度新たに住民税均等割の

み課税世帯となった世帯）に対し、生活

費の一部として10万円/世帯、子ども５

万円/人を給付します。 
 
 令和６年１月臨時会 10万円/世帯 

           子ども５万円/人 

               計上済 

 

・生活応援給付金 

  250世帯*100,000円 ＝ 25,000千円 

・子育て世帯給付金 

  40人*50,000円 ＝ 2,000千円 

・事務費        500千円 

  事務補助員報酬（１人）、共済費、

費用弁償、消耗品費、印刷製本費、

郵便料、口座振替手数料、複写機借

上料 
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事業名 事業費 

財源内訳 

一般 

財源 
事業内容 積算 国・道 

補助金 
地方債 

臨時交付金 

国庫補助事

業分(別枠) 
地方単独 

事業分 

３ 定額減税調整給

付金給付事業 
148,482 - - - 148,482 0 

 デフレ完全脱却のための経済対策を踏

まえ、定額減税をしきれない方に対し、

給付金を給付します。 

 

定額減税調整給付金＝定額減税可能額※

－(所得税・住民税所得割額) 

 

 ※定額減税可能額： 

    ４万円/人×(本人＋扶養親族) 

・定額減税調整給付金 

  対象者数：4,400人 

  給付金 ：135,980千円 

・事務費   12,502千円 

  事務補助員報酬（２人）、共済費、

費用弁償、消耗品費、印刷製本費、

郵便料、口座振替手数料、住基シス

テム改修委託料、複写機借上料 

 ※時間外勤務手当 2,473千円含む 
 

 ＜物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 推奨事業メニュー分＞   

４ まくＰａｙポイ

ント還元事業 
26,321 - - - 23,249 3,072 

 物価高騰による住民の生活支援と地域

内の消費喚起を図るため、幕別町商工会

が実施する電子地域通貨(まくＰａｙ)の

利用額の30％相当分(５万円/人×30％＝

１万５千円を限度)をポイント還元する

費用と事務経費を補助します。 

【実施時期（予定）】 

 夏季：令和６年７月～９月 

 冬季：令和６年12月～令和７年２月 
 

・まくＰａｙ（還元ポイント分） 

 83,333千円×30％ ＝ 25,000千円 

 夏:40,000千円×30％＝12,000千円 

 冬:43,333千円×30％＝13,000千円 

・広告宣伝費      1,121千円 

・事務経費           200千円 

 

合 計 251,553 - - - 248,481 3,072 
 

 
 

 

 ＜物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 推奨事業メニュー分＞                    （単位：千円）   

 交付金限度額 ① 既予算計上額 ② 今回補正予算計上額 ③ 差引④（①－②－③） 

推奨事業メニュー分 74,091 50,842 26,321 △3,072 
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２ 幕別町ゼロカーボン推進総合補助金 

 ≪概要≫ 2050年二酸化炭素排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティまくべつ」宣言の達成に向け、北海道の「住まいのゼロカーボン化推進事業」を活

用し、町内の一般家庭への再エネ導入・省エネ推進を図るための設備等に対し支援するため補助金を交付します。（北海道の補助率：１/２） 

      加えて、町単独事業として省エネ化推進事業を実施します。 

 ≪補助内容≫ 

区 分 事業費 

財源内訳 

事業内容 道 

補助金 

一般 

財源 

１ 住まいのゼロカー

ボン化推進事業 
25,450  12,725  12,725  

【再生可能エネルギー】 合計：10,000千円 

項 目 補助率 上限額 積 算 

①太陽光発電＋定置用蓄電池＋ＨＥＭＳ※ 1/10 300千円 300千円*20件＝6,000千円 

②定置用蓄電池＋ＨＥＭＳ 1/8 200千円 200千円*20件＝4,000千円 
 
【新築住宅】 合計：2,250千円 

項 目 補助率 上限額 積 算 

③北方型住宅ＺＥＲＯ 定額 450千円 450千円*5件＝2,250千円 
 
【省エネルギー】 合計：13,200千円 

項 目 補助率 上限額 積 算 

④電気ヒートポンプ 

（エコキュート） 

1/5 160千円 160千円*10件＝1,600千円 

⑤潜熱回収型ガス給湯暖房機 

（エコジョーズ） 

1/5 160千円 160千円*15件＝2,400千円 

⑥潜熱回収型ガス給湯暖房機+コージェネ

レーション設備（エコジョーズ+コレモ） 

1/5 360千円 360千円*6件＝2,160千円 

⑦潜熱回収型石油給湯暖房機 

（エコフィール） 

1/5 240千円 240千円*6件＝1,440千円 

⑧ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯

暖房機（ハイブリッド給湯暖房機） 

1/5 200千円 200千円*6件＝1,200千円 

⑨暖房機能を有する空気清浄機能・換気

機能付きエアコン 

1/5 （町内）80千円 80千円*50件＝4,000千円 

（町外）40千円 40千円*10件＝ 400千円 
  

※ ＨＥＭＳ：ホームエネルギーマネジメントシステムの略。家庭に設置のＷｉ－Ｆｉに接続し、使用する電気やガス等のエネルギー量を「見える化」したり、

機器の自動制御を行う管理システムで、省エネ化が図られます。 
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区 分 事業費 

財源内訳 

事業内容 道 

補助金 

一般 

財源 

２ 省エネ化推進事業 3,345  0  3,345  

 
【省エネルギー】 合計：3,345千円 

項 目 補助率 上限額 積 算 

⑩冷蔵庫買い換え 1/5 （町内）50千円 50千円*50件＝2,500千円 

（町外）25千円 25千円*17件＝ 425千円 

⑪ＨＥＭＳ 定額 30千円 30千円*14件＝ 420千円 
 
 

合 計 28,795 12,725 16,070 

 

※ 補助金は、幕別町商工会が行う電子地域通貨事業「まくＰａｙ」として利用できる行政ポイントで付与します。 

※ 補助金は、区分毎の事業費を上限とし、その区分内の補助項目（①～⑨、⑩と⑪）間におけるやり取りは可能とします。また、補助金は先着順に申請を受け

付け、予算額に達した段階で受付終了とします。 

 

 

 

 

  


